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1. 平成30年3月期の連結業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 20,350 6.0 2,572 37.7 2,651 35.4 1,887 34.0

29年3月期 19,194 1.8 1,867 △17.7 1,957 △17.4 1,408 △11.6

（注）包括利益 30年3月期　　1,978百万円 （53.2％） 29年3月期　　1,291百万円 （△23.7％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年3月期 153.76 ― 10.1 9.9 12.6

29年3月期 114.72 ― 8.0 7.6 9.7

（参考） 持分法投資損益 30年3月期 ―百万円 29年3月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 27,795 19,572 70.4 1,594.19

29年3月期 25,919 17,962 69.3 1,463.04

（参考） 自己資本 30年3月期 19,572百万円 29年3月期 17,962百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年3月期 1,920 △695 △816 3,888

29年3月期 2,168 △562 △990 3,479

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 368 26.2 2.1

30年3月期 ― 15.00 ― 20.00 35.00 429 22.8 2.3

31年3月期(予想) ― 18.00 ― 17.00 35.00 21.5

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 9,600 1.2 1,050 5.0 1,100 4.3 800 7.2 65.16

通期 20,600 1.2 2,700 5.0 2,800 5.6 2,000 5.9 162.90
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※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期 12,294,400 株 29年3月期 12,294,400 株

② 期末自己株式数 30年3月期 17,137 株 29年3月期 17,136 株

③ 期中平均株式数 30年3月期 12,277,263 株 29年3月期 12,277,264 株

（参考）個別業績の概要

平成30年3月期の個別業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 16,246 6.0 2,160 57.4 2,542 37.8 1,930 31.9

29年3月期 15,320 △0.6 1,372 △21.3 1,844 △11.8 1,463 △1.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

30年3月期 157.21 ―

29年3月期 119.21 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 25,158 17,812 70.8 1,450.83

29年3月期 23,353 16,106 69.0 1,311.91

（参考） 自己資本 30年3月期 17,812百万円 29年3月期 16,106百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、

　実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等につい

　ては、添付資料５ページ「１．経営成績等の概況　（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況 
 
（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、欧米の政策動向や中国経済の見通しへの懸念はあるもの

の、個人消費に持ち直しが見られたほか、企業の設備投資が増加するなど、緩やかな回復基調で推移

しました。 

このような中、当社グループの業績につきましては、環境機器事業の販売が好調であったことから、

前期と比べて増収増益となりました。また、売上高・営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当

期純利益は、いずれも過去最高を更新いたしました。 

（医療機器事業） 

補聴器では、平成29年８月に発売した新製品が好調な売れ行きを示したことにより、第２四半期ま

での落ち込みをカバーし、売上高は前期を上回りました。医用検査機器では、大型の聴力検査室の販

売が好調であったことなどから増収となりました。これらの結果、医療機器事業全体では前期と比べ

て増収となりましたが、補聴器で販売促進費用等が増加したため、営業利益は前期に及びませんでし

た。 

（環境機器事業） 

音響・振動計測器では、都市部を中心とした建設工事が活況であることから騒音計や振動計の販売

が増加したほか、新製品の航空機騒音観測システムや自動車産業等における各種計測器の販売が好調

であったため、増収となりました。微粒子計測器では、気中微粒子計の販売が堅調に推移したことに

加え、半導体関連市場での液中微粒子計の販売が特に好調であったことから、売上高は前期を大幅に

上回りました。これらの結果、環境機器事業全体では前期と比べて大幅な増収増益となりました。 

 

当期の業績を前期と比較しますと、次のとおりとなります。 

（金額単位：百万円） 

 

前連結累計期間 

(自 平成 28年４月１日 

至 平成29年３月31日)

当連結累計期間 

(自 平成 29年４月１日 

至 平成30年３月31日)

増減 
増減率 

(％) 

売上高 19,194 20,350 1,156 6.0

 医療機器事業 11,373 11,537 163 1.4

 環境機器事業 7,820 8,813 992 12.7

営業利益 1,867 2,572 704 37.7

 医療機器事業 1,000 915 △84 △8.5

 環境機器事業 866 1,656 789 91.1

経常利益 1,957 2,651 693 35.4

親会社株主に帰属 

する当期純利益 
1,408 1,887 479 34.0
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（２）当期の財政状態の概況 

（単位：百万円） 

区分 
前連結会計年度 

(平成 29 年３月 31 日)

当連結会計年度 

(平成 30 年３月 31 日) 
増減 

資産の部 25,919 27,795 1,875

負債の部 7,957 8,222 265

（うち、有利子負債） 552 110 △441

純資産の部 17,962 19,572 1,610

 

当期末における資産の部は、前期末に比べて1,875百万円増加し、27,795百万円となりました。こ

れは主に現金及び預金の増加516百万円、受取手形及び売掛金の増加499百万円、たな卸資産の増加873

百万円によるものであります。 

負債の部は、前期末に比べて265百万円増加し、8,222百万円となりました。これは有利子負債の減

少441百万円があった一方で、支払手形及び買掛金の増加420百万円、未払法人税等の増加384百万円

などがあったことによるものであります。 

純資産の部は、前期末に比べて1,610百万円増加し、19,572百万円となりました。これは土地の売

却に伴う土地再評価差額金の減少139百万円があった一方で、利益剰余金の増加1,659百万円、その他

有価証券評価差額金の増加143百万円があったことによるものであります。 
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

（単位：百万円） 

区分 
前連結会計年度 

(自  平成28年４月１日 
至  平成29年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成29年４月１日 
至  平成30年３月31日) 

増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,168 1,920 △248

投資活動によるキャッシュ・フロー △562 △695 △133

財務活動によるキャッシュ・フロー △990 △816 174

現金及び現金同等物の期末残高 3,479 3,888 408

 

当期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前期末に比べて408百万円増加

し、3,888百万円となりました。 

営業活動の結果得られた資金は、前期に比べて248百万円減少し、1,920百万円となりました。これ

は主に税金等調整前当期純利益2,654百万円を計上した一方で、たな卸資産が873百万円増加したため

であります。 

投資活動の結果使用した資金は、前期に比べて133百万円増加し、695百万円となりました。これは

主に有形固定資産の売却による収入として264百万円を計上した一方で、有形固定資産の取得として

571百万円、無形固定資産の取得として246百万円を支出したためであります。 

財務活動の結果使用した資金は、前期に比べて174百万円減少し、816百万円となりました。これは

主に長期借入金の返済による支出が前期に比べて177百万円減少したためであります。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
平成26年

３月期 

平成27年

３月期 

平成28年 

３月期 

平成29年 

３月期 

平成30年

３月期 

自己資本比率                 (％) 58.4 61.0 66.4 69.3 70.4

時価ベースの自己資本比率     (％) 71.3 71.4 80.9 73.0 121.0

債務償還年数                 (年) 1.4 1.4 0.5 0.3 0.1

インタレスト･カバレッジ・レシオ (倍) 54.5 70.2 177.0 343.7 606.5

 (注)１ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。 

          自己資本比率     ： 自己資本／総資産 

          時価ベースの自己資本比率   ： 株式時価総額／総資産 

          債務償還年数     ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

          インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

     ２ 株式時価総額は、「期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）」により算出し

ております。 

     ３ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての

負債を対象としております。 

     ４ 利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書上の「利息の支払額」を使用しております。 
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（４）今後の見通し 

医療機器事業では、補聴器において、高齢者人口の増加による市場拡大が見込まれる中、新製品投

入によるラインナップの充実に加え、販売店の新規出店や既存店へのきめ細やかなサポートなどによ

り当社ブランドの更なる浸透を図り、市場シェアの拡大に努めてまいります。医用検査機器において

は、国内市場における収益を着実に確保しつつ、中国やベトナムなど海外市場への積極的な進出によ

り、更なる成長を目指してまいります。 

環境機器事業では、音響・振動計測器において、国内で東京オリンピック・パラリンピックに向け

て活発化している建設工事等に伴う需要を確実に捕捉していくほか、産業計測市場における拡販に努

め、中国、東南アジア、欧州など海外市場における営業活動を強化してまいります。微粒子計測器に

おいては、電子デバイス関連市場での微細化に伴う最先端機種へのニーズに対応していくことに加え、

医薬関連市場での拡販や、生物粒子計数器による新市場の開拓を推進してまいります。 

以上の各種施策の実施により、売上高については継続的な増加を見込んでおりますが、販売費や研

究開発費等の積極的な投資を行っていくため、利益水準は過去最高益となった当期と同程度で推移す

るものと予想しております。 

 

今後３年間の見通しは、次のとおりとなります。 

（単位：百万円） 

 
平成30年３月期

(実績) 

平成31年３月期

(予想) 

平成32年３月期 

(予想) 

平成33年３月期

(予想) 

売上高 20,350 20,600 21,000 21,500

 医療機器事業 11,537 11,600 11,800 12,000

 環境機器事業 8,813 9,000 9,200 9,500

営業利益 2,572 2,700 2,900 3,300

 医療機器事業 915 1,000 1,100 1,300

 環境機器事業 1,656 1,700 1,800 2,000

経常利益 2,651 2,800 3,000 3,400

親会社株主に帰属 

する当期純利益 
1,887 2,000 2,100 2,400

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 
 

当社グループでは、財務情報の期間比較や他社との比較可能性を考慮するとともに、海外からの資

金調達の必要性が乏しいことを勘案し、会計基準につきましては日本基準を適用しております。 

なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢の変化により、その必要性が高まった際に

は適切に対応していく方針であります。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報） 

①報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社は「医療機器事業」及び「環境機器事業」の２つを報告セグメントとし、「医療機器事業」では

補聴器、医用検査機器の製造販売等、「環境機器事業」では音響・振動計測器、微粒子計測器の製造販

売等を行っております。 

 

②報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計

処理の方法と同一であります。報告セグメントの利益は連結財務諸表の営業利益と一致し、報告セグ

メントの資産は連結財務諸表の資産合計と一致しております。 
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③報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

  前連結会計年度(自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日) 

    (単位：千円) 

 

報告セグメント 
調整額 
（注） 

連結財務諸表
計上額 

医療機器事業 環境機器事業 計 

売上高  

  外部顧客への売上高 11,373,552 7,820,599 19,194,152 ─ 19,194,152

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─

計 11,373,552 7,820,599 19,194,152 ─ 19,194,152

セグメント利益 1,000,619 866,951 1,867,571 ─ 1,867,571

セグメント資産 11,387,249 8,405,524 19,792,773 6,126,663 25,919,436

その他の項目  

  減価償却費 317,922 254,213 572,136 46,781 618,917

 のれんの償却額 8,971 ― 8,971 ― 8,971

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

379,810 324,088 703,898 51,364 755,263

(注) 「調整額」の区分は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。 

 

  当連結会計年度(自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日) 

    (単位：千円) 

 

報告セグメント 
調整額 
（注） 

連結財務諸表
計上額 

医療機器事業 環境機器事業 計 

売上高  

  外部顧客への売上高 11,537,259 8,813,083 20,350,343 ─ 20,350,343

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─

計 11,537,259 8,813,083 20,350,343 ─ 20,350,343

セグメント利益 915,941 1,656,519 2,572,460 ─ 2,572,460

セグメント資産 11,522,016 9,485,677 21,007,694 6,787,397 27,795,091

その他の項目  

  減価償却費 315,833 273,863 589,696 47,017 636,714

 のれんの償却額 11,510 ― 11,510 ― 11,510

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

401,045 356,819 757,865 58,063 815,928

 (注) 「調整額」の区分は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。 
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［関連情報］ 

製品及びサービスごとの情報 

前連結会計年度(自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日) 

     (単位：千円) 

 補聴器 医用検査機器 音響・振動計測器 微粒子計測器 合計 

外部顧客への売上高 9,100,952 2,272,600 4,469,300 3,351,298 19,194,152

 

当連結会計年度(自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日) 

     (単位：千円) 

 補聴器 医用検査機器 音響・振動計測器 微粒子計測器 合計 

外部顧客への売上高 9,239,654 2,297,605 4,891,485 3,921,598 20,350,343

 

（１株当たり情報） 

 
前連結会計年度 

(自  平成28年４月１日 
至  平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成29年４月１日 
至  平成30年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,463円04銭 1,594円19銭

１株当たり当期純利益 114円72銭 153円76銭

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  ２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(自  平成28年４月１日 
至  平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成29年４月１日 
至  平成30年３月31日) 

  親会社株主に帰属する 
当期純利益 (千円) 

1,408,501 1,887,799

  普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
当期純利益 (千円) 

1,408,501 1,887,799

  普通株式の期中平均株式数 (千株) 12,277 12,277

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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